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前回までの振り返り
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第１回（５月９日）

【議題】

学校と家庭・地域とのより良好な関係づくりについて

【主な意見（要点）】

⚫ 教員と保護者はパートナーという原則をもって対応し、多くの事案は対話的に解決されている。学校・保護者・

地域が対話をしながら理解し合い、信頼関係を築くことが大切である。子供を中心に考える視点が何よりも大切。

⚫ 何か生じたときの、チームとしての対応のあり方を議論すべき。

⚫ 保護者からの要望等に対し、管理職は本質的かつ持続可能な対応を目指すべき。

⚫ あらかじめどのような対応をするかルールを決め、保護者・地域と共有しておくことが重要であり、無理な運用

にならないよう不断の見直しが必要である。

⚫ 保護者等との良好な関係づくりの議論が、結果として学校現場の安全を保障することにつながるのではないか。

【議題】

教職員からのヒアリング

【主な意見（要点）】

⚫ 社会や学校の環境が変わる中、解決が困難な保護者対応のケースが増加している。学校現場においては、受容と

傾聴を基本に対応しているが、課題を共有・解決していくための体制づくりや、指針となる基準やルールを示す

ことが必要になっている。

⚫ 学校と保護者との関係のみならず、地域を含めた課題として捉えていく必要がある。

⚫ 学校と保護者等の当事者同士での解決が困難な事案については、第三者によるサポートが必要である。スクール

ロイヤーのような弁護士が、課題の整理や法的な助言等、学校を支援する対応が重要である。

第２回（６月17日）



保護者の学校教育に対する意識(2018年 民間調査）

ベネッセ教育総合研究所 朝日新聞社共同調査「学校教育に対する保護者の意識調査２０１８」より
https://benesse.jp/berd/shotouchutou/research/detail_5270.html
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保護者から学校・教職員への要望等

https://benesse.jp/berd/shotouchutou/research/detail_5270.html
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東京都教育委員会へ寄せられた「都民の声」件数推移
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保護者から学校・教職員への要望等
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保護者から学校・教職員への要望等
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学校問題解決サポートセンター（東京都教育相談センター）における相談回数の推移
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保護者から学校・教職員への要望等
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保護者から学校・教職員への要望等

○令和５年度 都教育相談センターに寄せられる相談概要（相談総数（延べ回数））
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※首都高速道路株式会社「定例会見（2024年10月）配布資料（10頁）」https://www.shutoko.co.jp/-/media/pdf/responsive/corporate/company/interview/2024/1002_shiryo.pdf
※西武鉄道株式会社「カスタマーハラスメントに対する取り組み」https://www.seiburailway.jp/customerharassment/

民間企業における顧客からの要望への対応等
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◼ 労働施策総合推進法により、カスハラ対策が義務付けられており、基本方針の策定・公表が進んでいる。

◼ 各社の対策方針では、カスハラの定義を明確にするとともに、警察への通報、法的措置、入店拒否やサービス

停止など、厳正な措置を明示するものが多く見られる。

対策の具体例

⚫ 同社のコールセンターでは、丁寧かつ真摯に対応す

ることを基本としているが、以下のいずれかに該当

する場合は、相手に理由を伝えた上で、電話を切る

運用を行っている。

① 回答内容に問題がないにもかかわらず、30分以

上同じ内容を繰り返し主張される場合。

② 要求内容が不当である場合。

③ 威圧的な発言・口調である場合。

⚫ また、令和６年６月からは、暴言を含むメール問い

合わせには対応しないこととしている。

首都高速道路「切電マニュアル」 西武鉄道「駅でのカメラ録画」

⚫ ターミナル駅のオープンカウンター等の天井面に全

方位カメラを設置し、映像の録画と合わせて音声を

録音する。

⚫ また、従業員に対するカスハラや犯罪行為等の記録

を残すため、ボディカメラを配備しており、必要に

応じて駅係員が胸部に装着して使用する。

防犯カメラ及びボディカメラのイメージ
（同社HPより引用）

https://www.shutoko.co.jp/-/media/pdf/responsive/corporate/company/interview/2024/1002_shiryo.pdf
https://www.shutoko.co.jp/-/media/pdf/responsive/corporate/company/interview/2024/1002_shiryo.pdf
https://www.shutoko.co.jp/-/media/pdf/responsive/corporate/company/interview/2024/1002_shiryo.pdf
https://www.seiburailway.jp/customerharassment/


民間企業における顧客からの要望への対応等
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対策の具体例

※株式会社ローソン ニュースリリース（令和６年６月４日）https://www.lawson.co.jp/company/news/detail/1487981_2504.html
※こどものまち株式会社プレスリリース（令和７年５月２８日） https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000025.000078144.html
※労働新聞社【フォーカス】石屋製菓／カスハラ 接客職にポケットブック チャート形式で示す（令和７年７月10日） https://www.rodo.co.jp/news/202467/

⚫ 従来、店舗従業員が着用する名札は実名（苗字）

での記載を基本としていたが、店舗の判断で「役

職＋任意のアルファベットまたはイニシャル」表

記を可能とする。

名札のイメージ（同社HPより引用）

こどものまち「SNS相談窓口の設置」

⚫ 同社は認可保育園を運営しており、職員が気軽に

相談できる専用窓口「もしものホットLINE」を開

設し、匿名相談にも対応している。

石屋製菓「接客職向けのポケットブック」

⚫ 菓子の製造・販売をしている同社では、カスハラ

対応について示したポケットブックを作成し、接

客にあたる従業員に配布している。

ローソン「名札の表記変更」

https://www.lawson.co.jp/company/news/detail/1487981_2504.html
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000025.000078144.html
https://www.rodo.co.jp/news/202467/


民間企業におけるカスタマー・ハラスメント対策
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◼ 業界団体等においても、カスハラの実態調査、マニュアルの作成や周知・啓発等を実施が行われている。

スーパーマーケット

３団体

◼ 令和６年５月、オール日本スーパーマーケット協会、日本スーパーマーケット協会、

全国スーパーマーケット協会は、共同で会員各社の店頭に掲示可能な「カスタマーハ

ラスメント防止・啓発ポスター」を作成し、会員向けに配布

日本コンタクト

センター協会

◼ 令和７年３月、「コンタクトセンター／コールセンターにおけるカスタマーハラスメ

ント対策ガイドライン」をホームページ上に公開

全国警備業協会
◼ 令和７年５月、加盟員を対象に対象にした実態調査の結果をもとに、事例集（リーフ

レット）を作成し、加盟員に配布

日本賃貸住宅管理協会

◼ 令和７年６月、会員限定コンテンツ「賢く解決！カスハラSMART対応」を公開

◼ 同コンテンツでは、カスハラ防止啓発ポスター、基本方針のひな形、カスハラの未然

防止を目的として契約解除条項を追加した日管協標準版契約書等を提供

業界団体による取組例



自治体におけるカスタマー・ハラスメント対策
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カスタマー・ハラスメント防止条例の制定

⚫ 桑名市の条例では、市長がカスタマーハラスメント対策委員会の答申を踏まえてカスハラ行為を認定・警告し、

概要を公表。改善が見られない場合には、一定の手続きを経て行為者の氏名を公表できる規定を盛り込んでい

る。

⚫ 令和７年６月30日、配送事業者からの相談事案について、条例施行後初めてとなるカスハラの認定を行い、概

要を公表した。

桑名市

都道府県：  東京都、北海道、群馬県、（愛知県（令和７年10月施行））

市 町 村： 桑名市(三重県)、嬬恋村（群馬県）

◼ 東京都以外の自治体においても、カスタマー・ハラスメント対策条例の制定が進められている。

◼ 行政サービス自体もハラスメントの対象になることから、基本方針や対応マニュアルが策定されており、対策

が講じられている。

カスタマー・ハラスメント対策の取組

⚫ 基本方針やマニュアルの策定

⚫ 電話録音・防犯カメラの設置等による記録の強化

⚫ 名札表記の変更やビジネスネームの採用

⚫ 職員研修による対応力の向上

⚫ 特設サイトやリーフレット等による周知・広報

-東京都「TOKYOノーカスハラ支援ナビ」

-北海道「北海道カスタマーハラスメント防止対策特

設サイト」

-愛知県「あいちカスハラ防止対策ナビ」



他自治体の学校におけるカスタマー・ハラスメント対策

対策の具体例

北海道

◼ 知事部局作成の条例、指針、啓発ポスターに加え、道立学校教職員のカスハラ対応ガ

イドライン及びマニュアルを策定し、道立学校や市町村教育委員会等に周知。

◼ 今後は、新任管理職研修へのカスハラ対応の追加（一部は今年度から実施済）や、知

事部局担当課との連携による啓発活動・担当職員の対応力向上の取組を予定。

三重県
◼ 県立学校に設置してある電話への通話録音機能を整備。

◼ 学校、ＰＴＡと連携した啓発ポスターの掲示を行う。

島根県
◼ 教育委員会の教職員も対応できるクレーム対応マニュアルを知事部局が作成（令和７

年３月）し、カスタマーハラスメント対応研修（令和６年～）を実施。

水戸市（茨城県）
◼ 令和６年10月、カスハラ対策の研修会を開催し、市の産業医と教育委員を務める弁護

士が、カスハラの具体的な対象法等を説明。小中学校の教職員およそ200人が出席。

津久見市（大分県）
◼ 令和７年４月、学校現場におけるカスハラの対応マニュアルを策定し、市立小中学校

に通知した。

裾野市（静岡県）

◼ 民間のコンタクトセンターが、保護者や地域住民からのさまざまな学校への問い合わ

せを受け付けする文科省の実証事業を開始（令和７年６月～令和８年１月で実施予

定）
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東京都教育委員会における主な取組
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教育委員会等の学校支援体制

東京都教育相談センター （対象： ）都立学校 区市町村立学校 私立学校等 ）



東京都教育委員会における主な取組
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教育委員会等の学校支援体制

(②)

東京都教育相談センター （対象： ）都立学校 区市町村立学校 教育委員会 ）



東京都教育委員会における主な取組
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東京都教育相談センター （対象： ）都立学校 区市町村立学校 教育委員会 ）



東京都教育委員会における主な取組
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教育委員会等の学校支援体制

TEPRO 学校法律相談デスク （対象： ）都立学校 R6年度相談件数：226件

（公財）東京都教育支援機構（TEPRO） ＊R７：一部の区市町村立学校も対象にモデル実施



東京都教育委員会における主な取組

事前対策・スキルアップ

◼ 経営企画室の業務改善を目的として令和７年度に

９校で試験導入（令和９年度以降の全校導入に向

け、効果検証を行う）

 【機能】

- 保護者からの欠席連絡

- 保護者向けの一斉連絡

- 保護者向けアンケート

- 個別連絡

電話自動応答のモデル実施

クラウド

都立学校保護者
コミュニケーションシステム

教職員保護者

学校と保護者との連絡手段

【機能】

- 要件に応じて電話を転送（イメージ：１学年は１番、

２学年は２番・・・を押してください）

- 電話応対時間のスケジュール管理（開校日の8:00か

ら17:30まで等）

- 録音機能

◼ 教職員と保護者との情報連絡を効率化・活性化す

るため保護者コミュニケーションシステムを導入

18

研修事業

◼ 教員を対象とした研修において、保護者や地域対応についての研修を実施している。

【例】

- １年次（初任者）研修（都立学校教員対象）：保護者との望ましい関係の在り方についての研修を実施

- 教育管理職候補者研修：保護者・地域への対応についてのロールプレイングを実施

（対象： ）都立学校 区市町村立学校

（対象： ）都立学校 （対象： ）都立学校

※都庁全体（行政職場）での取組を都立学校で実施
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保護者向けマナーポスター

令和６年８月下旬 作成・周知

保護者等とのコミュニケーションにおいて困難性の高い
ケースが増加しており、良好な関係性の構築に向けた啓
発ができないかとのご意見を各所からいただき、実施

東京都教育委員会における主な取組

（対象： ）都立学校 区市町村立学校



（参考）東京都産業労働局「TOKYOノーカスハラ支援ナビ」における広報ポスター

20※東京都産業労働局「TOKYOノーカスハラ支援ナビ」広報物ダウンロード https://www.nocushara.metro.tokyo.lg.jp/download/

https://www.nocushara.metro.tokyo.lg.jp/download/
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